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Ⅰ　事件の概要













3 　同年 6月、Aが交通事故で死亡したため、Y 1が X会社の代表取締役社長に就任し、資本・業
務提携等を積極的に推進していった。平成19年 6 月、Y 1 は、X会社の代表取締役社長を退任し
て、同代表取締役会長に就任し、Aの息子であるBの意向を受けて、CがX会社の代表取締役社
長に就任した。Bは、平成18年 4 月からX会社の取締役となり、平成23年11月 1 日以降は、X会




4 　また、Y 2は、公認会計士であり、X会社と同業の会社の代表取締役をしていたが、Y 1の依頼
を受け、平成21年 6 月、X会社の非常勤取締役に就任し、月に 2回ほどX会社本社に出社して執
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務していた。そして、Y 2は、Y 1 からの依頼を受け、平成22年 1 月に Cの後任としてX会社の
代表取締役社長に就任した。Y 3は、みずほ銀行（当時は株式会社日本興業銀行）の勤務を経て、
平成17年 4 月からX会社に勤務し、同年 6月から取締役監査室長、平成19年 6 月から取締役副社
長に就任した。
5 　本件は、Y 1、Y 2 及びY 3の役職中に行われたいくつかの業務について、その任務懈怠が問わ
れたものである。すなわち、X会社をX会社監査役が代表して（会社法386条 1 項 1 号）、Y 1、
Y 2 及びY 3に対して、会社法423条 1 項の責任追及を行う訴訟を提起したものである。


























































及び Y 3 が、本件共同事業コンサルティング契約を締結し、報酬として合計 1億5750万円（税込）
を支出した行為は、正当な理由なくX会社の財産を流出させたものとして、善管注意義務違反に該
当する（会社法330条、民法644条）。








































年 6 月にX会社の非常勤取締役に就任し、平成22年 1 月からX会社の代表取締役社長に就任したも
のであるところ、それから間もない時期に、上記のような架空契約の締結及びそれに基づく金員支
出という、X会社に損害を与えることが明らかな行為を行うについて、Y 1の意向を一切確認せず







　なお、以上によれば、Y 1及びY 2 は、X会社からコンサルティング報酬名目で不正に金員を得
させる目的で店舗用複合機導入コンサルティング契約を締結し、これに基づいて金員を支出したも
のといえるから、前記善管注意義務違反についての故意が優に認められる。




























































監査役が会社を代表する（会社法386条 1 項 1 号かっこ書）。
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ルティング契約締結及びこれに基づく金員支出に際し、取締役会決議を経なかったことは、「重要な
業務執行」について取締役会決議を要求する会社法362条 4 項に違反する。
　したがって、Y 1及びY 3 が、取締役会決議を経ずに本件共同事業コンサルティング契約を締結
し、これに基づく合計 1億5750万円（税込）の支出を行ったことは善管注意義務違反（法令違反）


















　会社法362条 4 項は、旧商法260条 2 項を、引き継ぐものである。沿革的には、昭和25年商法改正
で、取締役会制度が取り入れられ、業務執行に関する意思決定は取締役会が行い、業務執行に関す
る実行行為は代表取締役が行い、その行為を取締役会が監督するという制度となった。現行会社法




























































































































































































































（ 3） 最決平成29年 6 月15日。







（ 6） 最判平成12年 7 月 7 日最高裁判所民事判例集54巻 6 号1775頁。




（ 9） 落合誠一・『会社法コンメンタール 8巻』〔有斐閣、2009年〕218頁以下、堀口亘・『新版注釈会社
法 6巻』〔有斐閣、1989年〕102頁以下。
（10） 最判平成 6年 1月20日最高裁判所民事判例集48巻 1 号 1 頁。
（11） 松井秀樹・「総資産 1 %の呪縛」金融・商事判例1491号 1 頁。




（16） 東京地判平成 5年 9月26日最高裁判所民事判例集54巻 6 号1798頁。
（17） 同書1805頁。
（18） 最判平成22年 7 月15日金融・商事判例1347号12頁。
（19） 洪済植・前掲注 5） 6頁～ 7頁、菊田・前掲注 5）134頁。
